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グループの状況
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グループの出資状況
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㈱ナフィックスアドン㈱ スラインダー社（インドネシア）

サンヤン社（マレーシア）

アイピーエムサービス㈱＊⽯巻合板⼯業㈱

㈱巴川製作所

IFI社（インドネシア）

【連結決算対象会社の状況】

※出資⽐率︓49％

《連結⼦会社》

《持分法適⽤関連会社》

【上記以外の状況】
《⾮連結⼦会社》

《資本提携》

※出資⽐率︓⽯巻合板⼯業㈱は80％、それ以外は100％

※出資⽐率︓100％

※出資⽐率︓7.4％

＊⽯巻合板⼯業㈱の100％⼦会社
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㈱アリモト⼯業

㈱アリモト⼯業

2025年11⽉期より連結⼦会社化
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グループの事業系統図

得

意

先

《連結⼦会社》
アドン㈱

《連結⼦会社》
スラインダー社（インドネシア）

〈持分法適⽤関連会社〉
サンヤン社（マレーシア）

《連結⼦会社》
アイピーエムサービス㈱

建材製品

加⼯委託

建材製品

建材製品

建材製品

建材製品

繊維板製品、建築⼯法製品

南洋材合板

針葉樹合板

合板

合板

住宅関連
⼯事

⽊質建材事業

合板事業

《⾮連結⼦会社》
㈱巴川製作所

建材製品

加⼯委託

外構構造物
設計・施⼯
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《連結⼦会社》
㈱アリモト⼯業

《連結⼦会社》
㈱ナフィックス

《連結⼦会社》
⽯巻合板⼯業㈱

営業・施⼯
分野で連携

※2025年11⽉期より㈱アリモト⼯業を連結の範囲に含め、それに伴い
セグメント名称を「住宅建材事業」から「⽊質建材事業」に変更

グループの事業分野（⽊質建材事業）
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【⽣産拠点】

㈱ノダ 清⽔⼯場、アドン㈱
（静岡県静岡市）

㈱ノダ 富⼠川⼯場
（静岡県富⼠市）

スラインダー社
（インドネシア）

㈱アリモト⼯業
（⿅児島県⿅屋市）

建築⼯法製品

繊維板製品

外構構造物

建材製品

プレカットした構造躯体
（住宅、中規模物件）



グループの事業分野（合板事業）

© 2026 NODA CORPORATION All Rights Reserved 7

【⽣産拠点】

㈱ノダ 富⼠川⼯場
（静岡県富⼠市）

⽯巻合板⼯業㈱
（宮城県⽯巻市）

サンヤン社
（マレーシア）

輸⼊南洋材合板

国産針葉樹合板

構造⽤ヒノキ
ハイブリッド

オールヒノキ
（無節）

針葉樹
構造⽤合板

単板積層材
（LVL）

塗装型枠⽤
合板

ラワン構造⽤
合板
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グループの拠点概要 （2025年11⽉末現在）

営業拠点
49ヶ所
営業拠点
49ヶ所

国内 4ヶ所
海外 3ヶ所

マレーシア
サンヤン社

インドネシア

スラインダー社

ショールーム
7ヶ所

⽣産拠点
7ヶ所

※IFI社

※資本提携先を含む



© 2026 NODA CORPORATION All Rights Reserved 9

連結業績概況
2025年11⽉期
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連結業績ハイライト（総括）
減収減益（当期純利益を除く）

前期⽐当期実績前期実績（⾦額単位︓百万円）

▲2,352
(▲3.5％)64,68667,039売上⾼
▲492

( ― )▲47444営業利益
▲704

( ― )▲29675経常利益
＋3,782

( ― )▲829▲4,612
親会社株主に帰属する*

当期純利益
10

＊減損損失の計上等の影響



住宅業界を取り巻く事業環境
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・資材価格、物流費、電⼒料等の上昇もしくは⾼⽌まり

 建築費⾼騰、職⼈不⾜等を背景に新設住宅着⼯⼾数は減少
 2025年4⽉以降は、法改正の影響で建築確認審査の遅れが

なかなか解消されず、低迷に拍⾞をかけた
• 特に中⼩⼯務店で受注が減少

 国産針葉樹合板︓上期は緩やかな上昇傾向で推移したが、
下期は実需不⾜から相場の上昇が停滞

 輸⼊南洋材合板︓需要の低迷が続き、相場は横ばいで推移

住宅需要の低迷住宅需要の低迷

合板需要は弱含みで推移合板需要は弱含みで推移

コスト⾼の継続コスト⾼の継続
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⽊質建材事業
2025年11⽉期



• 総⼾数は前期⽐▲6.6％
（内訳︓持家▲7.3％、分譲⼾建▲5.2％、貸家▲4.6％）

• 当社グループの販売に関係深い「持家＋分譲⼾建」は同▲6.5％

総⼾数
前期⽐▲6.6％

貸家
前期⽐▲4.6％

⼾建計
前期⽐▲6.5％
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新設住宅着⼯⼾数の状況（12⽉〜11⽉）

資料）国⼟交通省「住宅着⼯統計」

（当期）（前期）

※各年度の期間は、12⽉〜11⽉の12ヶ⽉間を⽰す

※⼾数は単位未満切り捨て
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新設住宅着⼯⼾数の状況（法改正の影響）
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• 2025年4⽉1⽇、建築基準法と建築物省エネ法の改正が施⾏
• 改正前の駆け込みで3⽉の着⼯数は急増したが、4⽉以降は反動減に
加え建築確認審査の遅れが広がり、下期の着⼯はさらに落ち込んだ

上期（12⽉〜5⽉） 下期（6⽉〜11⽉）

▲10.2％

▲7.5％

（前年同期⽐）
▲7.9％

▲3.8％

▲1.5％

（前年同期⽐）
▲5.3％

資料）国⼟交通省「住宅着⼯統計」

▲8.4％ ▲2.0％



連結業績のポイント（売上⾼）
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19,613 19,902

20,715 19,902

2024年11⽉期 2025年11⽉期

(百万円)

39,80440,329

上期
＋288

（＋1.5％）

下期
▲812

（▲3.9％）

⽊質建材事業 〈要因〉
前期⽐ ▲524 百万円

（▲1.3％）

•建築確認審査の遅れ
下期減収の⼀因
•新築⼾建以外の開拓
貸家市場等で⼀定の成果
着⼯数の減少に対し、売上

⾼の減少を⼩幅に留めた
•構造⽤HBWの拡販
引き続き提案活動を徹底

15

連結業績のポイント（セグメント利益）
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2024年11⽉期 2025年11⽉期

(百万円)

808

▲10

⽊質建材事業 〈要因〉
前期⽐ ＋819 百万円

（ ― ％）

•⽣産性向上、コスト削減
原材料・製造⼯程の⾒直し
固定費のコントロール、等

•アリモト⼯業の連結化
•減価償却費の減少
前期の減損損失の影響
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上期

下期

下期
▲131

上期
121

（上下の内訳）
442

（＋321）

366
（＋498）
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合板事業
2025年11⽉期
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国産針葉樹合板 ⽣産・出荷・在庫 推移

資料）農林⽔産省 「合板統計」

国内需要は依然として弱含み、出荷量の本格的な回復には⾄らず

18

2022年秋頃から
各メーカーで⽣産

調整を開始

2022年秋頃から
各メーカーで⽣産

調整を開始

2024年10⽉以降、
持ち直しの動き

2024年10⽉以降、
持ち直しの動き



市場環境認識（合板相場）
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前期までの下げ局⾯からは脱したが、値上げは⾜踏み状態

19

資料）⽇刊⽊材新聞社「相場表」（針葉樹合板、輸⼊合板）、国⼟交通省「住宅着⼯統計」

連結業績のポイント（売上⾼）
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13,349 12,093

13,361
12,788

2024年11⽉期 2025年11⽉期

(百万円)

24,88126,710

上期
▲1,256

（▲9.4％）

下期
▲572

（▲4.3％）

合板事業 〈要因〉
前期⽐ ▲1,828 百万円

（▲6.8％）

•平均販売価格の低下
 国産・輸⼊いずれも前期を

下回った

•販売量は低⽔準で推移
 国産・輸⼊いずれも本格的

な回復には⾄らなかった

20



連結業績のポイント（セグメント利益）
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1,450

341

759

557

2024年11⽉期 2025年11⽉期

(百万円)

898

2,210

上期
▲1,109

（▲76.5％）

下期
▲202

（▲26.6％）

合板事業 〈要因〉
前期⽐ ▲1,311 百万円

（▲59.3％）

•国産針葉樹合板
平均販売価格が前期を

⼤幅に下回った

•輸⼊南洋材合板
円安進⾏によるコスト上昇
需要の低迷により価格転嫁

できず、低採算が続いた
21
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連結業績予想
2026年11⽉期

22
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連結業績予想ハイライト（総括）

前期⽐通期予想
＋313 百万円
（＋0.5％）65,000 百万円売上⾼
＋647 百万円
（ ― ）600 百万円営業利益
＋529 百万円
（ ― ）500 百万円経常利益

＋1,029 百万円
（ ― ）200 百万円

親会社株主に帰属する

当期純利益

増収増益を⽬指す

23

• 住宅需要
 建築確認申請の遅れは解消されつつあるが、新築住宅着⼯

⼾数の本格的な回復は⾒込みにくい状況
• ただし、住み替え需要は底堅く、⽊造集合住宅は今後も増加

 リフォーム・リノベーション市場は堅調に推移する⾒込み
 中古住宅の流通も活性化する⾒込み

• 合板相場
 販売価格は上期において横ばいか若⼲の弱含みを想定

• メーカー各社は再びの値上げを⽬指しているものの、実需は弱い
 国内の原⽊供給減により、原⽊相場は⾼値で推移する⾒込み

2026年11⽉期の事業環境

© 2026 NODA CORPORATION All Rights Reserved 24

通期業績予想の達成に向けて、各種施策に注⼒
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2026年度 新設住宅着⼯予測 (12⽉〜11⽉)

2025年度 住宅着⼯⼾数
741千⼾

2025年度 住宅着⼯⼾数
741千⼾

2026年度 住宅着⼯⼾数
737千⼾（予測）

2026年度 住宅着⼯⼾数
737千⼾（予測）

引き続き弱含みで推移する⾒込み引き続き弱含みで推移する⾒込み

※⼾数は単位未満切り捨て

総⼾数
前期⽐▲0.6％

賃家
前期⽐＋1.0％

⼾建計
前期⽐▲0.8％

資料）国⼟交通省「住宅着⼯統計」 ※各年度の期間は、12⽉〜11⽉の12ヶ⽉間を⽰す

25
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⽊質建材事業
2026年11⽉期

26
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連結業績予想のポイント（売上⾼）

2025年11⽉期 2026年11⽉期

(百万円)

40,00039,804

⽊質建材事業
前期⽐ ＋195 百万円

（＋0.5％）

•販売価格の改定
•貸家・リフォーム市場の
開拓に向けた提案強化
•HBW(構造⽤⾯材)の拡販
•省施⼯製品の拡販、材⼯
販売(施⼯付き販売)の拡⼤
•⾮住宅市場の開拓

27
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連結業績予想のポイント（セグメント利益）

2025年11⽉期 2026年11⽉期

(百万円)

1,300

808

⽊質建材事業
前期⽐ ＋491 百万円

（＋60.7％）

•販売価格の改定
•貸家など新築⼾建以外
の市場への提案強化
•⽣産性向上、コスト削減
原材料・製造⼯程の⾒直し
固定費のコントロール
配送効率の向上、等

28



収益改善に向けた主な取り組み
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増加傾向の⽊造アパートを中⼼に貸家市場への提案強化に
注⼒し、新築⼾建依存からの脱却を加速する

資料）国⼟交通省「住宅着⼯統計」

新設住宅着⼯⼾数 貸家・共同住宅（構造別）
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収益改善に向けた主な取り組み
新築⼾建市場における競争⼒強化に加え、それ以外の市場の
さらなる開拓を推進し、収益⼒の改善を⽬指す

販売価格の改定 リフォーム市場への提案強化

「HBW」の拡販 材⼯⼀貫体制の構築

・内装建材「カナエル」
リニューアル

・設計価格を引き上げ、
値上げの浸透を図る

・上貼りだけの省施⼯
で⼯期短縮

・「4号特例」縮⼩後も
確認申請が不要

規制強化を踏まえ、
⼤⼯・⼯務店向けに
提案継続
・4号特例の縮⼩
・省エネ基準適合義務化

・材⼯販売のエリア・
キャパの拡⼤

・ナフィックス・アリモト
⼯業との連携を深め、
⾮住宅提案強化



© 2026 NODA CORPORATION All Rights Reserved

合板事業
2026年11⽉期

31

© 2026 NODA CORPORATION All Rights Reserved

連結業績予想のポイント（売上⾼）

2025年11⽉期 2026年11⽉期

(百万円)

25,00024,881

合板事業
前期⽐ ＋118 百万円

（＋0.5％）

•販売価格の改定
需給の引き締めに向けた

⽣産調整を継続
国産・輸⼊いずれも適正な

在庫⽔準を維持しながら、
緩やかな値上げを⽬指す

32
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連結業績予想のポイント（セグメント利益）

2025年11⽉期 2026年11⽉期

(百万円)

1,100
898

合板事業
前期⽐ ＋201 百万円

（＋22.4％）

•販売価格の改定
国産針葉樹合板︓

原⽊価格は⾼値で推移
輸⼊南洋材合板︓

円安の進⾏が利益を圧迫
市況動向を踏まえ、コストに

⾒合った値上げを⽬指す

33
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配当予想
2026年11⽉期

34
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配当⾦の推移
配当の基本⽅針︓安定配当
・業績の状況及び配当と内部留保のバランスに配慮しながら、配当の安定性を確保
するとともに、株主の皆様への利益還元を⾏う
・内部留保⾦については、財務基盤の充実強化並びに今後の事業展開に役⽴てる

60円
55円

42.5円
33円 30円

1株当たり年間配当額

（予想）

35

32円
25円25円25円22.5円
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資本コストや株価を意識した
経営の実現に向けた対応⽅針

36



現状分析（PBR、ROE）
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■PBRは1倍割れで推移、ROEは⾜元でマイナスに転じている
■当社の株主資本コストは3〜5％と認識（CAPM※に基づく当社推計）

・1倍割れが続いており、⾜元では低下傾向
・これは業績の低下に加え、厳しい事業環境
（住宅需要、合板相場等）のなか、当社
グループの将来性や成⻑可能性への不透
明感が増していることが背景にあると認識

・ウッドショックによる合板相場の急騰により
2022年11⽉期には18.3％まで上昇

・しかし、その後の相場の下落と住宅需要の
低迷により収益性は急速に低下し、直近の
業績は減損損失の計上等により2期連続
で最終⾚字

0.4
0.5
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ROEの分析（3要素に分解）
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■売上⾼利益率が著しく低下しており、収益性の改善が急務となっている
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財務レバレッジ（総資産／⾃⼰資本、倍）

■収益性（利益率）の改善が急務
・コスト削減（製造原価、物流費）
・固定費のコントロール
・価格改定、付加価値提案の強化

著しく低下

■売上⾼に直結しない資産の削減
・政策保有株式の縮減

徐々に低下

ROE＝売上⾼当期純利益率 ×総資産回転率 ×財務レバレッジ当期純利益
売上⾼

売上⾼
総資産

総資産
⾃⼰資本



• まずは事業構造の転換による収益⼒の改善を最優先課題とする
• 中⻑期的にはROEが株主資本コストを安定的に上回る⽔準の実現を⽬指す

2030年までに5％以上、2035年までに8％以上を⽬標とする

• 株主還元は、財務の健全性および収益⼒の改善状況を総合的に勘案したうえ
で、安定配当を基本とする⽅針を継続

• 現時点で当社グループの収益⼒は著しく低下
• 資本効率が資本コストを安定的に上回る段階にはない

現状認識と経営の優先順位
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2035年
収益安定フェーズ 成⻑フェーズ

2030年

ROE 5% 8%

環境認識と事業機会

© 2026 NODA CORPORATION All Rights Reserved 40

■事業環境の変化をチャンスと捉え、稼ぐ⼒を⾼めるための基盤を確⽴する

■新設住宅着⼯⼾数の低迷
・建築コストの上昇による取得マインドの
低下

・特に新築⼾建の低迷が顕著

■深刻化する職⼈不⾜
・⾼齢化、後継者問題
・外国⼈材の増加

■2050年カーボンニュートラル
・住宅・建築分野の脱炭素化促進
・⽊材⾃給率の向上促進

■⽊造集合住宅の新築は増加傾向

■底堅いリフォーム・リノベーション需要

■省施⼯製品や材⼯販売の需要拡⼤

■建築物の⽊質化・⽊造化促進

当社グループを取り巻く事業環境 事業機会



これらの取り組みによって
売上⾼の拡⼤ と

資本効率の向上 を
⽬指す

中⻑期の経営フェーズ
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■売上⾼の成⻑を追う前に、まず「稼ぐ⼒の安定化」を図る

■事業の成⻑戦略
・素材の付加価値向上による事業領域の拡⼤（⽤途開発、機能追加）
・住宅市場における競争⼒強化
・⾮住宅市場への事業領域拡⼤ 

2035年
収益安定フェーズ 成⻑フェーズ

2030年

成⻑に向けた経営基盤の確⽴ 成⻑戦略の着実な実⾏
【事業構造転換のイメージ図】

素材

⽊質建材

⽊構造

素材

⽊質建材

⽊構造

施⼯

素材

住宅市場＋施⼯

⾮住宅市場＋施⼯

加⼯製品

〈従前〉 〈2025年〉 〈2030年〉

省施⼯製品の開発
材⼯⼀貫体制の構築（⼈材、技術、協⼒業者）＋

■素材（合板、MDF）の付加価値向上
・防腐、不燃機能の確⽴
・産学連携における加⼯製品を共創
・医療、農業、⼟⽊分野に向けた製品開発

■住宅市場における競争⼒強化
■⾮住宅市場への事業領域拡⼤
・賃貸、リフォーム市場の強化
・施⼯⼈材、協⼒業者の確保

・再開発事業への参画
・⾃治体との連携強化

・ナフィックスとアリモト⼯業との更なる連携
・屋外建材の製品開発

新たな市場へのチャレンジ
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 素材を有効活⽤した新たな取り組み
合板製造過程で残る芯材から⽣まれた

「ヒノキエッセンシャルオイル」
・ECサイトにて2025年9⽉より発売開始
・ホテルやアロマ市場への展開強化
・インバウンド需要の取り込み

■「⽊の⼼地よさを住まいから様々な空間へ」の実現に向けて
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参考資料

43

© 2026 NODA CORPORATION All Rights Reserved

「ビジョン2030」 経営理念
現在ならびに将来の様々な環境変化に対応し、持続的に成⻑し社会
に貢献する企業であり続けるため、2021年2⽉に経営理念を改訂

44
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「ビジョン2030」 環境への取り組み
快適な空間創造に寄与する製品を提供し、持続可能な森林循環に
貢献し続けるため、SDGsの以下の⽬標達成に取り組む

45
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連結業績推移（直近5ヶ年）
2026年度2025年度2024年度2023年度2022年度(⾦額単位︓百万円)

65,00064,68667,03973,22781,012売上⾼
600▲474444,7019,797営業利益

0.9%▲0.1%0.7%6.4%12.1%ー営業利益率

500▲296755,01910,332経常利益
0.8％▲0.0%1.0%6.9%12.8%ー経常利益率

200▲829▲4,6122,8346,056
親会社株主に帰属する
当期純利益

―▲2.5%▲12.8%7.6%18.3%ROE
―72,80774,18276,37176,632総資産
―39,55038,92244,04140,730純資産
―46.8%45.2%50.8%47.1%⾃⼰資本⽐率
―▲3,753753803,354フリーキャッシュフロー

1,1003,3954,4853,3162,746設備投資額
2,1001,7861,8901,8181,767減価償却費

200190192194236研究開発費
46

（予想）
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セグメント業績推移（直近5ヶ年）

45,330 42,350 40,329 39,804 40,000 
35,681 

30,876 
26,710 24,881 25,000 
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442
▲10

808 1,300
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（百万円）

（百万円）
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▲

ESGに関する取り組み
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【企業理念】主体的に価値創造に挑戦することにより個の成⻑を促し、
さらなる社会貢献を実現できる企業を⽬指します

Environment
【国産材の活⽤】 【廃⽊材の活⽤】
健全な森林の整備と
CO2の削減に貢献

MDFや国産針葉樹合板の原材料と
して国産材(間伐材・未利⽤材等)を
積極的に活⽤

森林資源の保護に貢献
再⽣資源・未利⽤資源である廃⽊材を
チップとしてリサイクルし、エコ素材である
MDFを製造

住宅解体作業等から出る
廃⽊材チップ

48



ESGに関する取り組み
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【企業理念】主体的に価値創造に挑戦することにより個の成⻑を促し、
さらなる社会貢献を実現できる企業を⽬指します

Social 【産学連携による⼈材育成】

49

・「ネイチャーポジティブ※」をテーマとする農学教育を推進するため、静岡⼤学農学部
と産学連携協定を締結し、2025年度より「未来をつくる学び」に取り組んでいる

・実践的な学びを通じて持続可能な社会の構築への貢献を⽬指す

※Nature Positive︓⾃然再⽣もしくは⾃然再興（⾃然⽣態系の損失を⾷い⽌め、回復軌道に乗せること）

中庭整備と連動した
実践学習

産学が共創する多様な学習機会
【講演会】 【森林研修会】 【⼯場⾒学会】

静岡⼤学農学総合棟 中庭 静岡⼤学農学部 静岡県森林組合連合会等 ノダ清⽔⼯場・富⼠川⼯場

Social
静岡県「ふじのくに森の防潮堤づくり」に協⼒
植栽林を潮⾵や砂から守る⽊杭材料として、合板の
製造過程で発⽣する芯材(丸太の剥き芯)を寄贈し、
地域社会に貢献(累計105,560本、2026年1⽉末時点)

ESGに関する取り組み
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【企業理念】主体的に価値創造に挑戦することにより個の成⻑を促し、
さらなる社会貢献を実現できる企業を⽬指します

Governance
理念・ビジョンの浸透
・経営トップ⾃らが継続
して社内に発信

・ビジョンの実現に向け、
テーマ別に戦略の⽴
案・推進を実施

50
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株式会社ノダ IR情報
https://www.noda-co.jp/corporate/ir

本資料は情報提供を⽬的としており、投資勧誘を⽬的としたものではありません。
また、本資料に掲載されている計画や⾒通しは、公表時点で⼊⼿可能な情報に基づき作成したもので
あり、リスクや不確実性を含んでおります。そのため、今後様々な要因によって、本資料とは⼤きく異なる
結果となる可能性があることをご承知おきください。


